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公園における公民連携に関する基本方針（仮称）骨子案 概略 

 
 
１ これからの公園行政：「公園経営」の視点が必要 
            公園経営の目的：公園利用者の満足度の向上 
 

公園から市民のクオリティ・オブ・ライフを高め、 

横浜市のブランド向上につなげる 

 
２ 公園経営と公民連携：行政（公）とともに公園に関わる主体（民）を増やし、それぞれの強み 

を生かす 
公園経営の手法：公民連携の推進 

 
３ 公民連携の基本理念：市民協働と民間活力による公園の魅力アップ 

                     ～ 公園を支える担い手の拡大 ～ 
～ 民間事業者等による質の高いサービス提供 ～ 

 
４ 公民連携の行動５原則： ① 公園の目指す将来像の共有  

② 相互理解と透明性の確保 

③ 地域に寄り添う利活用 

④ 公園に求められるニーズへの対応 

⑤ 適切な手法の選択と収益の還元  
 

           ５ 公民連携の具体的取組 

【別紙参考を参照】 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 

 
 
 

公園における公民連携に関する基本方針（仮称）骨子案 概念図 
 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

    

                         

 

 

 

          

        多様なニーズ               

                          質の高いサービス 

 

      参加                      収益還元 

                  公園の魅力アップ 

       

                              創意・工夫 

                愛護               

    

           

  

 

 

                 【担い手】 

              

公民連携の基本理念 

「市民協働と民間活力による公園の魅力アップ」 

 

公園愛護会等 
（市民協働） 

民間事業者 
（民間活力） 

市役所 
（基礎的サービス） 

 
市民  

【利用者】 

     満足度の向上 
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公園における公民連携に関する基本方針（仮称）の骨子案 本文 

 
１ これからの公園行政 

公園は、都市における基本的なインフラであり、環境保全、災害抑制等の機能を有するほか、

市民生活に安らぎや活力をもたらす貴重なオープンスペースです。横浜市においては、江戸時

代末期の開港（1859 年）による都市形成から間もない明治時代初期に、初の西洋式庭園である

山手公園（1870 年）や彼我公園（1876 年）が開園し、以降 150 年の公園史を刻んできました。

この間、震災や戦災からの復興、接収解除を機とする都市づくりの一環で計画的な公園整備を

進めてきました。また、高度経済成長期における市内全域の都市化とともに児童公園の設置を

急速に進めました。都市の成熟期を迎えている現在、花と緑による魅力創出等の取組は、公園

からまちへと広がりを見せています。 

横浜の公園を取り巻く社会情勢は大きく移り変わってきましたが、市民（公園利用者）の満

足度が向上するよう公園の魅力アップを図っていくのは、公園設置者である市役所の責務です。

これまで、計画、整備、維持・管理のそれぞれの領域において、様々な工夫を行い、役割を果

たしてきました。また、山下公園やアメリカ山公園などの事例に見られるような先進的な取組

も進めてきたところです。しかし、少子高齢化が進展し、市民ニーズが多様化している今日、

更なる満足度の向上を目指していくためには、計画段階から開園後の維持・管理、そして運営

までをトータルにとらえる「公園経営＝パークマネージメント」の視点が求められています。 

「公園経営」とは「公園利用者の満足度向上」を目的とした概念ですが、市民生活における

公園の存在感や都市空間としてのポテンシャルを鑑みれば、公園利用者の満足度向上は、市民

生活の向上に直結し、さらには横浜市のブランド向上につながっていく力を持っているといえ

ます。 
 

  公園経営の目的：公園から市民のクオリティ・オブ・ライフを高め、横浜市のブランド向上 

につなげていく 

～住んでみたい街、行ってみたい街として選ばれる持続可能な都市～ 

 
２ 公園経営と公民連携 

公園利用者の満足度向上を実現するためには、それぞれの公園の特性を生かした魅力アップ

を図っていく必要がありますが、これを市役所だけで都心部から郊外部までの 2,600 か所以上

できめ細かく対応していくことは、費用や能力の面で自ずと限界があります。 

  そこで、行政（公）とともに、地域の住民（民）や様々な事業を展開する民間事業者（民）

が連携し、それぞれの強みを発揮していくことがたいへん重要になります。すでに横浜市にお

いては、地域住民主体の公園愛護会が 2,300か所以上の身近な公園の維持・管理の一端を担い、

また、指定管理者制度導入等、民間事業者による維持・管理や運営も数多く行われています。 
さらに、利用者のニーズが多様化、高度化している今日、満足度向上の実現には、公園愛護会

や民間事業者との連携が欠かせないものになりつつあるといえます。 
そこで、「公民連携の推進」を横浜市の公園経営に不可欠な手法として位置付けます。 

資料２ 



    
公園経営の手法：公民連携の推進 

～行政（公）とともに公園に関わる様々な主体（民）が、それぞれの強みを 

生かす～ 
 
 
３ 公民連携の基本理念 

   横浜市の公園は、半世紀前からの市民協働である公園愛護会による維持・管理や、民間事業

者との先進的な取組など、歴史と多様性を併せ持っています。 
公園愛護会活動は、地域に身近な公園においてきめ細かな維持・管理を実践し、「地域の庭」

として育んできました。また、都心部の観光公園では、民間事業者の意欲や創意・工夫により、

維持・管理やサービスの質的向上が図られる事例が生まれています。 
   今後、更に公園の特性や利用者ニーズ等に応じた取組を展開し、それぞれの強みを生かした

公民連携を推進し、担い手となる市民や民間事業者を拡大することで、賑わいの創出など公園

の魅力アップを図っていきます。これを全ての取組に共通する考え方＝「基本理念」として掲

げます。 
 

公民連携の基本理念：市民協働と民間活力による公園の魅力アップ 

～ 公園を支える担い手の拡大 ～ 
～ 民間事業者等による質の高いサービス提供 ～ 

                
 

４ 公民連携の行動５原則 

   基本理念の下での具体的な取組の推進に当たり、留意すべき点を「行動原則」としてまとめ

ました。 

 

① 公園の目指す将来像の共有 

・公民連携による公園活用に当たっては、公園設置者である「公」が、それぞれの公園の課題 

を踏まえた将来像を利用者や担い手としっかりと共有することが出発点となります。 

・将来像については、その公園の本来的機能（環境保全、災害抑制等）、歴史的背景、立地特性 

（ポテンシャル）といったアイデンティティを基礎的な情報として整理した上で、公園のも 

つ潜在的な可能性を引き出していくことが重要です。 

 

② 相互理解と透明性の確保  

・「公」と「民」は、公園を魅力アップさせ、公園利用者の満足度向上のために行動するという

目標を共有し、お互いの役割分担を明確にして、協力しあうことが必要です。 

・サービス提供やイベントの実施に当たっては、意欲ある事業者を、透明性を確保しながら積 

 極的に募ることで、質の高い提案を促していきます。 



③ 地域に寄り添う利活用 

・公園は、市民にとって身近な緑のオープンスペースであり、その空間と機能は地域に多くの

便益をもたらすかけがえのない存在です。また、長年「地域の庭」として育まれてきた公園

も多く、賑わい創出等の利活用に当たっては、地域の方々の意向に十分留意します。  
・公園が持つポテンシャルを最大限に活用し、地域が抱える課題（コミュニティ活性化、生活 
 利便性など）の解決にも積極的に取り組み、地域の魅力向上につなげていきます。 
 

④ 公園に求められるニーズへの対応 

・公園での公民連携の取組が、市民のクオリティ・オブ・ライフを高め、それを横浜市のブラ

ンド向上につなげていくためには、その公園固有の課題に着目した「公園の視点」、公園を取

り巻く地域のマネジメントを意識した「地域の視点」、更には将来にわたる市政運営上のニー

ズに対応していく「全市的な視点」を持つことが重要です。 
・公園の機能や空間が持つ優位性を生かすことで、公園の魅力アップと両立しながら対応が図

れるニーズ（少子高齢化対策、健康づくり、防災対策、地域経済の活性化など）も多く、地

域ごとに異なるニーズへの対応を意識して進めることで、相乗効果を生み出していきます。 
 

⑤ 適切な手法の選択と収益の還元 

・公民連携の手法である「市民協働」と「民間活力」を適切に選択あるいはその両方を組み合 

わせることで、公園のもつストック効果を最大限に引き出します。 

  ・公園から生まれた収益が、公園の魅力アップや地域ごとの課題の解決へ還元され、持続的な

取組につながるよう、公民連携を進めます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

公民連携の具体的取組 （想定される取組例） 

 
★＝新規、◎＝拡充、下線＝横浜ならではの取組 

 
１ パークマネージメントプラン等による公園の将来像の共有 

【取組例】 

★ 大規模な公園を中心としたパークマネージメントプランの策定（＊策定対象や内容の整理

等を検討など）、など 

   

２ 公園愛護会の機能拡充と支援強化 

【取組例】 

◎ 維持管理に加え、イベントなど公園活用の取組の拡充 

★ 公園愛護会と民間事業者等との連携の推進、など 

 

３ Ｐ―ＰＦＩ制度の積極的な導入 

【取組例】 

★ 公園の新設や再整備等でのＰ―ＰＦＩ事業の導入（＊導入プロセスの検討、など） 

 

４ これまでの取組の更なる展開 

【取組例】 

◎ 設置管理許可制度や行為許可制度の積極的な運用（＊公募型事業による柔軟な運用を検討、 

など） 

◎ 指定管理者制度における他の取組との連携など積極的な運用 

◎ 企業協賛の推進、など 

 

５ 公民連携推進のための体制整備 

【取組例】 

★ 市役所と民間事業者等との連携の促進（＊公園活用の提案窓口の設置など） 

★ 公園協議会制度の活用（＊パークマネージメントプラン等と連携した設置・運用の検討な

ど）、など 

 

６ 公民連携に関わる人材育成等 

【取組例】 

★ 先進事例のデータベース化等情報共有の積極的な推進 

★ 公民連携に関わる職員のスキルアップのための研修等の実施、など 

資料３ 
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                                  環創管理第 472 号                            

                                              平成 30年 10月９日 

横浜市公園公民連携推進委員会委員長 

                               横浜市環境創造局長 

 

横浜市公園公民連携推進委員会における審議について（依頼） 

 

１ 審議事項 

公募設置管理制度による公募について 

・ 公募設置等指針に示す評価基準 

・ 設置等予定者の選定及び次点候補者の決定 

 

２ 審議回数 

２回程度 
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